
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 圭
日

生
ロロⅨ

轟手業事

特起量型壁墜五生_旦旦上」_旦

1 事業の成果
昨年に続きZoomを活用しながら、今年は対面による活動もハイブリッドして参加者との交流を深めた。
ハッピーアワーの名称で、会員の仕事・活動紹介、技術交流を目的として、1時間のセミナーを計 10回開催した。パッ
シブハウスコンサルタントCPHC養成講座は、認定試験をオンラインで行い、1名の合格者が誕生した。この企画は、
米国パッシブハウス研究所と連携し、日本国内でのパッシブハウスづくりに欠かせない技術者養成 で
THERMセミナーは、アメリカでのグリーンビルディング・プロジェクトの経験が豊富で、当法人の副理事長
を講師に Zoomと対面によるセミナーを実施。米国ローレンスバークリー研究所の開発する熱伝導シミュレーションソフ
トを使い、熱ロスのない高性能住宅設計を研修した。
米国で毎年開催されている北米パッシブハウス会議に、今年も有志で視察にうかがった。今年はテキサス州ヒュース
トンで開催され、高温多湿の気候での高性能住宅・ビル等非住宅の最前線を体験した。この視察内容は、後日前述し
たハッピーアワーで情報を共有した。
理事会は 2回開催、必要に応じて理事・運営委員会議、事務局会議を開催し法人運営を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 2,138.054 】千円)
定款に記載
された

事業名

事業内容 同時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者
人数

事業費
(千円)

高断熱・高気密建

築の教育・普及活

動および、高断熱・

高気密外皮で構成

される住宅・ビル等
の建設を支援する

事業

ハリンフし`ウスコンサルタントCPHC
養成講座オンラインテスト

令和 5年

4月 1日 ～

3月 31口

Zoo■ |こよる

オンライン
4 200人 2人 0

同上 ハッピーアワー

令和 5年

4月 1日 ～

令和 6年

3月 31日

計 10講座

2oom lこ よる

オンライン講座
4 200,、

毎回

20人～25

人

287 .122

同 上
THERヽ4セミナー

オンライン+対面

令和 5年

6月 20日 、

、27 日

全 2回

Zoomによる

オンライン+対

面講座

4 200人 24人 419.155

同上 北米パッシブノヽウス会議視察

令和 5年

11月 6日 ～

11日

アメリカ 4 200人 0人 1,431 .777

載記
た
名

に
れ
業

欣
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

事 業 報 告 用

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人PHIJP

金   籠 小 計 ・ 合 計

l.230.1000

1,964.まЮ

1.964.500

受取補助金

事業収益

雑収入

4

正会員受取会費
贅助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

851

351

3.195.351

345.939
886.730
593.392

1,284.384
127.095

3.237.540

1

(

(2 そ

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

旅費交通費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
雑費
業務委託費
広告宣伝費

会議費
旅費交通費
講師料
消耗品
印刷製本費
業務委託費
交際費
雑費

3.237.54(

0

0

97,895
396.000
57.551

551,446

551.441

3.788.91
-593.635畢 常 増 減 額 【A】 ― B

過年度損益修正益
定資産売却益

災害損失
固

-593.635

3.794.525
3.200.300
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 PHIJP

金   額 小計・合計

=司
雪
~~σ~部

画面lF西

3,719,035

5,000

預金

未収金

棚卸資産

現金

3.724,035雨麗[否[「
~T■ ~1て
5

更憂肇

(1)爾 面頭 西
車両運搬具
什器備品

(西戸飛形固定資産
ソフトウェア

借地権

(両
~~夏
更ぞの他の資産

敷金
長期貸付金

'百否

『

~丁
.■
~②

，

］

3,724.035【A】 資 産 合 計 ①+②
可
~~頁~可

「

~の ~部

484,486
38,659

(3月 クレジットカー ド支払など)

(3月 源泉所得税など)

金
金
払

り

未
預

長期借入金

退職給付引当金

【

負

3,794,525
-593,635

3.2(Ю .81Ю

正

正

3,724.035【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



式 16 28 関

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日

によつています。

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特
‐

"=
利活動法人PHIJPト

2017年 12月 12日 最終改正 肥0法人会計基準協議会 )

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています

(2)固 定資産の減価償却の方法
対象資産なし

(3)引 当金の計上基準
対象計上なし

2.事 業別損益の状況

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつて行っています

円

管理部門 合計

役 の 並

びに物品の斡
旋および販売
などの事業収
益

よび映

像出版物等に

よる情報提供
に関する事業

の |こ

繋がる各種技

術の紹介と普

及に関する事

業

・高気
密建築の教
育・普及活動
および、高断

熱・高気密外

皮で構成され

る住宅・ビル

等の建設を支

援する事業

お よ

外の建築技術
の調査活動お

よび大学・研

究機関との共

同研究に関す

る事業

科 目

1,230,000

1,964,500

851

1,230,000

851
1,964,500

3,195 3511,230 851
1 964,500

1,284,384

345,939

886,730

396.000

0

0

0

593,392

97,895

0

0

127,095

57,551

1,089,486

396,000

97,895

10,000

57,551

194,898

345,939

886,730

593,392

117,095

3,788 9861,650 9320542 1
3 788 9861 650 932

2 138 054
-593 635-420 081-173 554

1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
6 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
業務委託費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

水道光熱費

印刷製本費
講師料
通信運搬費
広告宣伝費
消耗品

交際費

雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

1 経



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

4

内容 金額 算定方法
事務所賃料 396,000 事務所の一部を借受。使用率で負担

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
単 円 )

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の技分方法

当期 1咸少額 期末残高 備考内容 期首残高 当期増加額

合計

減価償却累計額 期末帳簿価額減少 期末取得価額期首取得価額 取得科 目

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済 期末残高期首残高 当期借入科 目

合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

計算書類に

計上された

金額
科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動去人 PHIJP
:単位 :円

金  1鮨 ′1ヽ   1計 合  1針

「

■Tあ

「

~~

5.000

3,719,035

3.724,035

棚卸資産

現全

iF;讐?銀行普通預金

未収金
会費未収金

3.72.0“・・・(D

(1)有形固定資産
車両運搬具
事業用車両

十器備品
パソコン

●爾 膨 固郎 晒
~

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

倍地権
00市事業所

てτ)投資その他の責産
敷金
00市事業所

長期貸付金
OO銀行

合評
~~「
丁¬5

3.724.035【A】 資 産 合 計 ①+②

硬
523,145

484,486

38,659

未払金
クレジットカード支払 (3月 分)

預り金
源泉徴収税 (3月 分)

5“.1“流 1

長期借入金
00銀行借入金

退職給付引当金
職員

ｒ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
■
●薔否‖

~1~:~Tの

523.145【B-1】 負 債 合 計 ③+④

3.200.890【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 J・常詰認話″詰轟望幣鶴g誦131=剛嵩環・
特定非営利活動法人 PHIJP

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

迪以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監 事

ヤヽシ カズョシ

林 和義

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

2 監事

シオタニ アキフミ

塩谷 昭文

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月 日

日年 月

3 監 事
カダ サヨ

岡田 早代

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月 日

日年   月

4 監 事

サモ ト ヨウイチ

笹本 洋一

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

5 監

'

)\-1 
'-"
カズヒロ

配島 一弘

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月   日

月 日

6
・監事

オエ モ リヤス

直江 守泰

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

7

ササキ タカン

佐々木 隆

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月 日

日年 月

8 監 事

クロカワ イズミ

黒川 いずみ

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31口

年   月 日

日年 月

9

ホシツ ト

星 野

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31ロ

年 月

月

日

年 日

10

オノデラ トシヤ

小野寺 年也

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31ロ

午 月

月

日

H年

Э 監事

⌒

受里多′監事

´
｀
、

理ヽ事ノ監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11
理事
o

ヒロオカ クニフネ

廣岡 国船

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

12 理事・監事

年 月

月

日

日年

13 理事・監事

午 月

月

曰

日年

14 理事・監事

年 月

月

日

日年

15 理事・監事

年

年

月

月

日

日

16 理事・監事

年 月

月

日

日年

17 理事・監事

年 月

月

日

日年

18 理事・監事

年  り1  日

年  月  日

19 理事・監事

年 月

月

日

日年

20 理事・監事

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 PHIJP

氏   名

1
塩谷 昭文

2
林 和義

3 直江 守泰

4
配島 一弘

5
星野 敏之

6
小野寺 年也

7 佐々木 隆

8
笹本 洋

9 廣岡 国船

10
岡田 早代

11

12




